
令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 1

Plan

事業名 岡崎幼稚園園舎耐震補強事業 事業類型 ハード ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 10 款 4 項 2 目 281 563

担当部署 部 教育委員会事務局 課 教育総務課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的 教育環境の整備・充実

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

下水道本管図面作成手数料 1,285 0

建築確認手数料 109 0

こども園化事業耐震改修・増築工事設計業務委託 12,744 743

地質調査業務 556 0

合計 14,694 743

Check

成果指標

成果指標名（単位）

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性

有効性

効率性

Action

事業費 左記についてのコメント

拡大 次年度 維持

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

合併浄化槽廃止清掃作業ほか

こども園化工事監理業務

こども園化工事

下水道工事

３か年の合計事業費 526,857

実施
計画

事業1 事業2

岡崎幼稚園は、昭和56年に旧耐震基準で建築された園舎であり耐震性が不足しているため、地震補強工事を行うとともに、令和
３年度のこども園化に向け施設改修を行う。

平成30
年度

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

事業の
評価

今後の
方向性

令和3年度のこども園運用開始をめざし、事業を進める。

令和2年度 令和3年度



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 2

Plan

事業名 新居幼稚園こども園化改修事業 事業類型 ハード ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 10 款 4 項 2 目 281 727

担当部署 部 教育委員会事務局 課 教育総務課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的 教育環境の整備・充実

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

建築確認手数料 110 0

こども園化改修実施設計業務委託 1,340 0

合計 1,450 0

Check

成果指標

成果指標名（単位）

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性

有効性

効率性

Action

事業費 左記についてのコメント

拡大 次年度 廃止

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

こども園化改修工事

３か年の合計事業費 28,512

実施
計画

事業1 事業2

令和2年度の運用開始に向け、新居幼稚園のこども園化に向け園舎の改修を行う。

平成30
年度

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

事業の
評価

今後の
方向性

令和2年度のこども園運用開始をもって事業完了となる。

令和2年度 令和3年度



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 3

Plan

事業名 民間保育園等施設整備費補助金 事業類型 法定（裁量含む） ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 3 款 2 項 3 目 119 223

担当部署 部 教育委員会事務局 課 幼児教育課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

民間保育園等施設整備借入利子への補助 1,919 0

合計 1,919 0

Check

成果指標

成果指標名（単位）

486 486 496 496

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性 B

有効性 B

効率性 B

Action

事業費 左記についてのコメント

維持 次年度 維持

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

民間保育園等施設整備借入利子への補助（新規の補助は行わない）

真愛三ツ谷こども園施設整備補助

３か年の合計事業費 170,403

実施
計画

事業1 事業2

・民間保育園及びこども園の新設改築等整備のための借入に対する利子補給を行う。
・民間保育園及びこども園の新設改築等に要する整備事業への補助を行う。

・民間保育園（岡崎保育園・真愛保育園・微笑保育園）及びこども園（しらゆりこども園）の新設改築等整備のための借入利子への
補助を行う。
・民間保育園及びこども園の新設改築等に要する整備事業への補助を行う。

平成30
年度

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

　民間保育園及びこども園(１号を除く)の利用定員数（小規模保育事業所を除く） （人）

事業の
評価

（利子補給）利子分を補助することにより、園の運営を安定させることができる。
（施設整備）整備に対する初期投資への補助を行うことにより、園の今後の運営を安定させることができる。民間施設が
増えることにより、公立施設の再配置を行いやすくなる。

（利子補給）園の運営を安定させる効果があるが、民間施設整備の意向を促進させる効果が薄い。
　他市の状況・・・浜松市：補助なし、磐田市：定員に合わせた上限額あり、掛川市：利子の1/2補助
（施設整備）　利用定員が増加することにより、市民の保育ニーズに対する要望に応えることができ、待機児童の減少を図ることができる。

（利子補給）借入利率の上限がない。
（施設整備）　国の規定による補助金であるため、補助金を削減できる余地が少ない。

今後の
方向性

（利子補給）新規の補助は行わない。
（施設整備）　民間施設増設に伴い公立施設の再配置が行いやすくなると共に待機児童対策とな
るため、今後も維持していく必要性が高い。

令和2年度 令和3年度



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 4

Plan

事業名 幼稚園一時預かり事業 事業類型 法定（裁量含む） ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 10 款 1 項 3 目 236 509

担当部署 部 教育委員会事務局 課 幼児教育課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

開園日一時預かり（鷲津幼稚園、白須賀幼稚園、岡崎幼稚園、新居幼稚園） 9,037 9,037

非在籍児一時預かり（各幼稚園）

合計 9,037 9,037

Check

成果指標

成果指標名（単位）

217 230 221 230

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性 B 　保育園への入所待ち児童がある。

有効性 A 　保護者の社会参画を支援している。

効率性 A 　ニーズとともにコストの増加が予想されるが、受益者負担額としては他の市町と比べ妥当。

Action

事業費 左記についてのコメント

維持 次年度 縮小

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

開園日一時預かり（鷲津幼稚園、白須賀幼稚園、岡崎幼稚園、新居幼稚園）

長期休園日一時預かり（白須賀幼稚園）

非在籍児一時預かり（各幼稚園）

緊急一時預かり（新居幼稚園）

３か年の合計事業費 26,986

実施
計画

事業1 事業2

　幼稚園における子育て機能充実を図ると共に、保護者の子育てや社会参画を支援する。
　湖西市立幼稚園一時預かりに関する条例

　開園日一時預かり（鷲津幼稚園、白須賀幼稚園、岡崎幼稚園、新居幼稚園）

　長期休園日一時預かり（白須賀幼稚園）

　緊急一時預かり（新居幼稚園）

　非在籍児一時預かり（各幼稚園）

平成30
年度

　　鷲津　実施日数186日、延利用人数1657人　白須賀　実施日数日133日、延利用人数402人

　　岡崎　実施日数187日、延利用人数1782人　新居　実施日数185日、延利用人数1952人

長期休園日一時預かり（白須賀幼稚園）　実施日数48日、延利用人数486人

　　鷲津　実施日数　31日、延利用人数69人　岡崎　実施日数日28日、延利用人数28人

緊急一時預かり（新居幼稚園）　実施日数236日、延利用人数1251人

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

　預かり保育実施日数(開園日・長期休暇時)

事業の
評価

今後の
方向性

　利用実績が増加傾向にある。
　新居幼稚園のこども園化に伴い、緊急一時預かりは終了予定。

令和2年度 令和3年度



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 5

Plan

事業名 多様な保育事業 事業類型 法定（裁量含む） ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 3 款 2 項 3 目 119 219

担当部署 部 教育委員会事務局 課 幼児教育課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

乳幼児保育（１・２歳児）事業へ助成した。 31,822 15,911

合計 31,822 15,911

Check

成果指標

成果指標名（単位）

　補助対象保育園への児童の入所率（％） 118 100 115 100

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性 A 　乳幼児保育の実施及び保育士の処遇改善を目的として補助している。

有効性 A 　入所待ち児童が多い１・２歳児の保育量の確保対策となる。

効率性 A 　県の補助制度に沿って実施している。

Action

事業費 左記についてのコメント

維持 次年度 維持 乳幼児保育の実施及び保育士の処遇改善を目的として補助する。

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

乳幼児保育事業を行うなぎさ保育園、真愛保育園、及び微笑こども園、おかさきこども

園、しらゆりこども園に対し、保育に要した実支出額の補助を行う。

３か年の合計事業費 102,690

実施
計画

事業1 事業2

乳幼児の保育を行う民間保育園及びこども園の保育士の処遇改善及び入所児童の福祉増進を図る。
多様な保育推進事業費補助金交付要綱

　県が行う多様な保育推進事業の内、乳幼児保育事業（３歳未満児が年間72人以上入所）を行う民間保育園及びこども園に対し
、保育に要した実支出額の補助を行う。

平成30
年度

1歳児　21,000円/人　　1,054人

2歳児　8,000円/人　　1,211人

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

事業の
評価

今後の
方向性

令和2年度 令和3年度



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 6

Plan

事業名 保育対策事業 事業類型 法定（裁量含む） ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 3 款 2 項 3 目 119 220

担当部署 部 教育委員会事務局 課 幼児教育課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的

事業の概要

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

26,536 14,908

業へ実施した民間保育園及びこども園に助成した。

合計 26,536 14,908

Check

成果指標

成果指標名（単位）

補助対象保育園への児童入所率（％） 118 100 115 100

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性 A 　保護者の就労による長時間保育や体調不良時の保育等、ニーズが増大している。

有効性 A 　保護者が安心して子どもを預ける環境が整えられ、民間保育園及びこども園の保育の質の向上が図られている。

効率性 A

Action

事業費 左記についてのコメント

維持 次年度 維持 延長保育や一時預かり等の制度改正や園のニーズを把握し、効果的な助成を行う。

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

延長保育事業

一時預かり事業

病児保育事業

３か年の合計事業費 64,434

実施
計画

事業1 事業2

　保育対策事業（延長保育、一時預かり、病児保育、０歳児入所サポート、保育対策強化、防犯対策強化、地域活動)を行う民間保
育園及びこども園の保育士の処遇改善及び入所児童の福祉の増進を図る。

　延長保育事業実施要綱・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・朝夕の保育需用に対応するため、開所時間延長を実施する園に補助する。
　一時預かり事業実施要綱・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・一時的に保育を必要とする未就学児の受入れを実施する園に補助する。
　病児保育事業実施要綱・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・保育中に体調不良となった児童の緊急対応を実施する園に補助する。
　年度途中入所サポート事業費補助金交付要綱・・・年度途中に乳児を受入れる園に補助する。
　湖西市保育対策事業費補助金交付要綱・・・・・・・・市単独補助事業。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世代間交流事業・異年齢児交流事業を実施する園に補助する。

平成30
年度

保育対策事業（延長保育、一時預かり保育、病児保育、0歳児入所サポート、地域活動）の各事

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

事業の
評価

　市単独事業の世代間交流事業・異年齢児交流事業を各施設での事業実施が定着したと判断し補助制度を平成30年
度をもって終了するなど、効率的に実施している。

今後の
方向性

令和2年度 令和3年度

0歳児入所サポート事業



令和元年度実施　事務事業評価・実施計画 № 7

Plan

事業名 家庭教育サポート事業 事業類型 法定（裁量含む） ○ 区分 継続

予算科目 一般 会計 10 款 6 項 2 目 284 569

担当部署 部 教育委員会事務局 課 社会教育課

総合計画体系 めざすまちの姿 １　ひとが育つまち 基本計画 １－①豊かな人間性の基礎を築く

事業の目的 子どもたちを健やかに育てるために、家庭の教育力の向上を目指す。（社会教育法）

事業の概要 幼児・小・中学生の保護者を対象とした講座等を開催することにより、家庭教育の重要性を学ぶ機会を提供する。

Do

事務事業評価 （単位：千円）

事業内容と活動実績 決算見込額 内、特定財源

0 0

30 0

499 154

40 0

141 0

30 0

その他 257 349

合計 997 503

Check

成果指標

成果指標名（単位）

講座参加人数（人） 1,043 1,200 1,056 1,200

判定 判定理由や課題、改善した点など

必要性 A 家庭教育をサポートするためには必要。

有効性 B 各年齢の幼児・児童・生徒に対する家庭教育の充実に資する事業である。

効率性 B 経費の削減を図りながらも内容や運営方法の充実に努め、参加者を増やしていくことが必要である。

Action

事業費 左記についてのコメント

維持 次年度 維持

実施計画 （単位：千円）

事業内容
令和元年度

就学時子育て講座　小学校の入学説明会に合わせて、講座を開催

幼稚園子育て講演会　幼稚園公立幼稚園ＰＴＡ研修会として講演を実施

ふたば学級　２歳児を持つ保護者を対象に、しつけ、食育、親子ふれあい等の学習を行う

家庭教育学級　小学校１年生を持つ保護者を対象に、家庭教育の重要性の学習を行う

親子ふれあい講座　未就学児の親子を対象に講座「親子であそぼう！！」を開催

３か年の合計事業費 4,062

実施
計画

事業1 事業2

平成30
年度

就学時子育て講座（小学校の入学説明会にて講座を開催。493人参加）

幼稚園子育て講演会（公立幼稚園ＰＴＡ研修会として講演を実施。104人参加）

ふたば学級（２歳児の保護者を対象に、しつけやふれあい等の学習を行った。8学級　154人参加）

親子ふれあい事業（子育て支援団体1団体に委託。79人参加）

家庭教育学級（小学校１年生の保護者を対象に、家庭教育の学習を行った。6学級　138人参加）

親子ふれあい講座（未就学児の親子を対象に「親子であそぼう！！」を開催。34組　88人参加）

H29実績 H30目標 H30実績 R1目標

事業の
評価

今後の
方向性

経費の削減を図りながらも内容や運営方法の充実に努め、参加者を増やしていくことが必要であ
る。

令和2年度 令和3年度

親子ふれあい事業　子育て支援団体1団体に事業委託
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